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盛土規制法の規制区域（案）及び
市⺠意見等の募集（パブリックコメント）
の実施並びに同法に係る庁内連携体制
について

令和6年10月3日

部長会議 資料

10月30日 記者会見の発表まで

非 公 開

建設部 建築指導課 盛土規制対策準備室



盛土規制法改正の背景と必要性
危険な盛土等による災害から市⺠の⽣命と財産を守る取組を全国一律に開始

（都道府県知事と指定都市・中核市の長）

⇒ 令和５年５月26日施行
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土地の用途（宅地、森林、農地等）にかかわらず、

⻑野県独⾃条例
（R5.1.1施行）

高さ５ｍ以上
面積３千㎡以上

盛土
許可

※令和６年２月国土交通省説明資料より



盛土規制法の概要と運用
新たな法律の概要（①〜④）と法運用のポイント
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⇒ 悪質な行為に躊躇なく対処する等、的確な法運用で災害発生を抑止

⇒ 規制区域指定と許可手続きの運用開始により盛土等の安全性を担保

⇒ 過去の盛土等を調査し、危険な既存盛土等の安全な維持管理を指導

④

①

③

②



具体的な法運用のポイント
規制区域内での主な制限事項及び土地所有者等に課せられた責務

（１） 許可申請の義務化 （３） 規制対象となる盛土等に対する措置

（２） 許可（届出）対象となる盛土等の規模

１）管理責任
盛土等が行われた土地について、土地所有者等には

盛土等を常時安全な状態に維持する責務を規定

２）監督処分・改善命令

災害防止のため必要なときは、土地所有者等だけで
なく、原因行為者に対しても是正措置等を命令
無許可の盛土等に加え、所有地内の盛土等により

災害のおそれがある場合も是正措置等の命令の対象

３）実効性のある罰則

罰則が抑止力として十分機能するよう、無許可行為
や命令違反等に対する懲役刑及び罰金刑の水準を強化
○最大で懲役３年以下・罰金1,000万円以下
○法人重科を措置：最大３億円以下

（４） 盛土等を安全に保つ責務と罰則

無許可の盛土等を早期発見するため、
規制対象の盛土等に一定の義務措置

⇒ 不正な盛土等の発見が容易に

一覧公表 住⺠周知 標識設置

盛土等を行う場合は、あらかじめ都道府県知事等の許可が必要
○技術基準への適合、工事主の資力信用、工事施行者の能力を審査
○土地所有者全員の同意や周辺住⺠への事前周知を許可要件に設定
※公共施設用地内の盛土等や非常災害時の応急措置の工事等は適用除外
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※崖：地表面が水平面に対し30度を超える角度をなす土地（硬岩盤除く）



規制区域（案）について
これまでの制度上の課題を解消しスキマのない規制により安全な盛土等を造成

規制区域（案）

宅地造成等工事規制区域

市街地や集落など、人家等
がまとまって存在し、盛土等
がされれば、人家等に危害を
及ぼしうるエリア
●対象：｢市街化区域｣と｢集落｣
●集落の定義（抽出法）：

50m以内で50⼾以上が連続
100mﾒｯｼｭ毎に有無を判定
周囲50m(傾斜地250m)を含む

●外周区域界：地形地物で区画

特定盛土等規制区域

市街地や集落等からは離れて
いるものの、地形等の条件から、
盛土等がされれば人家等に危害
を及ぼしうるエリア
●盛土崩落により保全対象の存す
る区域に土砂流出が想定される
区域及び渓流の上流域
●土砂災害の危険性を有する区域
●その他必要と認められる区域

⇒宅造区域以外の全域を指定

○国の基礎調査実施要領に基づき、県との統一基準で区域抽出 （法規制の空白域を避けるための全域指定）
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イメージ図



サンロード

規制区域（案）事例１：市街地
「市街化区域」と「集落」を宅造区域とし、区域界は道路等の地形地物で区画
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凡例
宅地造成等
工事規制区域
特定盛土等
規制区域



大座法師池

飯縄山

スパイラル

飯綱町

規制区域（案）事例２：山間地集落
「集落」を宅造区域とし、区域界は地形や道路等の地形地物で区画
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凡例
宅地造成等
工事規制区域
特定盛土等
規制区域



庁内連携体制について
不法・危険盛土等への対処方策について（国のガイドライン）

不法・危険盛土等への対処を適切に行うために策定されたガイドラインのポイント（抜粋）

○ 平素からの監視や違反行為の早期発見、発見後の状況把握や行政処分等を関係部局と連携し実施すること
により、盛土規制法の実効性を確保することが重要

○ 過去の盛土等の崩落事故を踏まえ、違法性や危険性が認められる場合には、行政指導に頼らず、躊躇なく
行政処分を実施する行政の意識改革が重要
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庁内連携体制について
悪質な行為に対して的確に対処するため国のガイドラインに沿った連携を想定

長野市

【主務課】

建築指導課内

盛土対策準備室
県盛土条例の意見照会等の事務については、盛土

対策準備室が引き継ぐ

協議・連携

〇危機管理防災課

〇環境保全温暖化対策課

〇農業政策課

〇農業委員会事務局

〇農地整備課

〇森林いのしか対策課

■各課担当に事前協議・意見照会等を行い、意見等ある場合は

盛土対策準備室で取りまとめる。

■必要に応じ、調整会議を開催する。

■許可基準・運用について、県・松本市と連携を図る

○イノベーション推進課

〇廃棄物対策課

○上下水道局・都市整備部

※建設工事発注所属への周知

○警察

・事前協議（意見照会・回答）

・情報共有

・支援

・情報共有長野県

都市・まちづくり課

長野建設事務所

案件に応じて情報共有・連携

〇都市計画課

〇監理課

〇道路課

〇河川課

○維持課

建築指導課

松本市

【土地利用規制関係】

・危機管理防災課

・農業政策課

・農業委員会事務局

・森林いのしか対策課

・都市計画課

【公共施設管理等の関係】

・農地整備課

・監理課

・道路課

・河川課

・維持課

【環境関係】

・環境保全温暖化対策課

・廃棄物対策課

【公共工事等の関係】

・農林部

・都市整備部

・建設部

・上下水道局

【その他】

・イノベーション推進課（衛星データ活用）

・警察（違法盛土の対応相談）

協議・連携先

【長野県関係情報共有・相談】

・都市・まちづくり課

・長野建設事務所（維持管理）

・長野地域振興局（農地整備・林務）

庁内連携体制（案）
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⇒ 法の実効性確保と行政の意識改革により不法・危険盛土等の発生を抑止



市⺠意見等募集と今後のスケジュール
規制区域（案）への市⺠意見等の募集（パブリックコメント）の概要
募集期間 令和６年11月１日(金)から12月２日(月)まで

閲覧場所 建築指導課、行政資料コーナー、各支所、市ホームページ

提案方法 ながの電子申請サービスによる所定フォームへの入力、
閲覧場所へ提出又は郵送、FAX、Eメールで建築指導課へ提出

今後のスケジュール
令和６年度 令和７年度

９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

区域案作成 パブコメ庁内手続 修正案検討 区域案決定

手数料設定検討 手数料
議決

議案提出

許可手続開始
（安全な盛土）

盛土調査着手
（安全に維持）

業界団体等への説明会（県市合同）

事務手続き準備
（規則、要綱、手引き、技術基準等）

庁内
決裁

例規審査

規
制
区
域
指
定

（告
示

）
的確な法運用
（災害を抑止）
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結果等は
ホームページ

で公表

＜県・松本市＞

＜長野市＞

区域案作成 パブコメ 区域案決定
手数料議決

周
知
期
間

調整 同時 調整 同時

＜法運用の県内統一を図り、申請者等の利便を確保＞

〇広報ながの11月号 〇1/27部⻑会議 〇3/11会見
〇2/17政策説明会

〇10/8政策説明会
〇10/30会見


